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エネルギーアナリスト/ポスト石油戦略研究所代表

・京都大学理学研究科博士課程中退

・民間シンクタンクにてエネルギー調査に従事

・2015年に独立、2021年に創業

・株式会社JDSCエグゼクティブフェロー

・PHP総研客員研究員

・経産省クリーンエネルギー戦略検討会委員
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専門分野
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高まるエネルギー安全保障への懸念

2025年6月米国の空襲で破壊されたイラン·フォルド濃縮施設 APより
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エネルギー安全保障のための再エネ論

「イラン戦争によるエネルギー危機は、1970年代の二度の石油危機
とウクライナ戦争の影響に匹敵する。」

「再生可能エネルギーへの投資の増加、原子力発電の復活、電気自
動車の普及加速」を予測。
https://www.middleeastmonitor.com/20260320-iran-war-poses-greatest-energy-security-threat-in-history-international-
energy-agency/

IEA ファティ・ビロル事務局長

シモーネ・タリアピエトラ
ブルューゲル上級研究員

「新たな緊張関係は、低炭素社会への移行を遅らせるどころか、
むしろクリーンな国内生産エネルギー源の導入を加速させるべ
きであることを示している。石油とLNGの輸入への構造的な依
存を減らすことによってのみ、欧州は繰り返される外部ショッ
クから経済を永続的に守ることができる。」

https://www.bruegel.org/first-glance/how-will-iran-conflict-hit-european-energy-markets
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問い：なぜ経済・エネルギー安全保障の文脈で
再エネが十分に評価されないのか

再エネは「自給率の向上」、「国富流出を止める」、だけでなく

「資源インフレの抑制」、「円安の抑制」
「外交的自由度の拡大」、「金融政策余地の拡大」

などの経済・エネルギー安全保障上の国益があるはず

経済・エネネルギー安全保障が重視される時代なのに、
再エネが十分に評価されないのはなぜか
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①エネルギー安全保障≠エネルギー安定供給

資源エネルギー庁HPより
https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2024/01.html
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エネ庁の3つの「エネルギー安全保障」

資源・燃料部 →「海外資源の安定的確保」「自主開発比率拡大」

省エネ・新エネ部 →「エネルギー転換を推し進める（機器導入）」

電力・ガス事業部 →「電力とガスを安定的に届ける」「予備率確保」

「エネルギー安全保障」で想起されるもの
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「エネルギー自立」＝外交的価値

自給率は「数字」。国富流出防止は「お金」。

しかしエネルギー自立の本質的価値は外交上の自由度

ホルムズ危機で日本が直面している問題：
原油の中東依存93〜95%
たった1箇所のLN G基地が供給の20%（チョークポイント以上のリスク）

エネルギーを人質に取られた国は、外交上の選択肢を持てない

左右両翼の共有フレーム

左派：「年20兆円の国富流出を止める」

右派：「エネルギー自給率100%」

結論は異なるが方向は同じ

「エネルギー自立」は脱炭素と矛盾しない むしろ脱炭素を達成するための最も効果的なフレーム
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脱炭素からエネルギー自立へ

避けるべき表現 推奨する表現

脱炭素のための再エネ エネルギー自立のための国産エネルギー

再エネの最大限導入 化石燃料輸入依存の低減

気候変動対策 エネルギー安全保障の強化

太陽光パネルの普及 ペロブスカイト等の国産次世代電池の量産

国際公約の達成 国益としてのエネルギー転換

再エネ比率の引き上げ エネルギー自給率の向上

脱炭素を捨てるのではなく、脱炭素を達成するための、効果的な政治戦略
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②再生可能エネルギーのマクロな利益≠ミクロな利益
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再エネ導入の費用対効果と政策的注目度のズレ
費
用
対
効
果

（
競
争
力
向
上
効
果

/ 
導
入
コ
ス
ト
）

高

低

再エネ導入コスト負担（売上比）小 大

素材産業
コスト比10-30%
エネルギー＝原料

物理的代替→コスト先行
導入量大→政策的注目度高

消費財・部品メーカー
コスト比3-8% 吸収可能

CBAM・Scope3＝市場アクセス維持
国際競争力に最も直結

導入量小→政策的注目度低

サービス・小売
コスト比1-3%
導入容易

社会的インパクト小

円の大きさ＝ 1社あたり導入
量

（≒政策的注目度）

大

小

再エネ便益の逆説：費用対効果が最も高い消費財・部品メーカーは、1社あたり導入量が小さいために政策議論で見落とされている
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エネルギー安全保障が重視される時代に
企業が取るべき方針とは

• 化石燃料の価格変動に対応する

• オンサイト自家消費やコーポレートPPAを通じて再エネ利用を拡大する

• 先物ヘッジ型の電力料金プランを選択する

• エネルギー自立の文脈で政策提言する

• マクロな再エネ導入量よりも、産業競争力向上の費用対効果に注目する

• ホルムズ危機で脱化石燃料を志向する世界のビジネスチャンスに注目する
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